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公表の方法（1/2）

データ 国民施設・事業者

データ

データ

届出・報告

（集計・分析した上で）公表

（施設・事業者が直接）公表

行政機関

公表の方法は、「公表される情報の粒度」と「行政機関の関与」の組み合わせにより、以下の3パターンに大別できる。
情報の信頼性や事業者の負担に配慮しつつ情報公表の充実を図る観点から、パターン1とパターン２の併用が効果的と考えられる。

パターン１ パターン２ パターン３

公表される情報
の粒度

事業者からの届出・報告内容を集約した情報 個々の施設又は事業所の情報 個々の施設又は事業所の情報

行政機関の関与 あり あり なし

特徴・留意点

• 行政機関によるデータの適切な解釈と加工により、情報利
用者に誤解が生じづらい形での情報提供が可能となる。

• 個々の施設・事業者の情報に対するニーズが充足されない。
• 報告内容の確認に加え、情報の集約作業が生じるため、
行政機関における事務負担が大きい。

• 個々の施設・事業者の情報に対するニーズが充足される。
• 情報利用者が自身のニーズに合った比較・分析を行うことができる。
• 事業者形態、施設形態等の差異が適切に解釈されず情報利用者に誤解が生じる可能性がある。
• 特に小規模事業者において個人情報を類推できる情報が公表される可能性がある。

• 行政機関に情報が蓄積されるため、データベース化が容易となる。
• 行政機関の関与により、情報の信頼性が一定程度担保される。
• プラットフォーム整備に係るコストが行政機関に生じる

• 説明責任を事業者自らが果たすことにより、ステークホルダー
との信頼関係がより強化される。

• 第三者による確認がなされないため、情報の信頼性が担保
されない可能性がある。

• HP等の公表プラットフォームを事業者が独自に整備する必
要があるため、事業者のコスト負担が大きい。

制度の例示
医療・介護分野で新たに構築される経営情報のデータベース • 子ども・子育て支援情報公表システム（ここdeサーチ）

• 介護サービス情報公表システム
• 東京都の財務情報・モデル賃金の公表

各施設・事業者の独自の情報公開、IR活動

▶ パターン１

▶ パターン３

▶ パターン２データ

（施設・事業者ごとに）公表

資料５
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公表の方法（2/2）
「事業者の利益保護」、「情報利用者にとっての情報価値」の双方を考慮し、より効果的な公表方法を検討する必要がある。

新たな制度で収集される情報

集約した情報として公表 個々の施設又は事業所の情報として公表

現行の制度で収集される情報

子ども・子育て支援情報公表システ
ム（ここdeサーチ）での公表情報

運営する法人に関する事項
法人名称や所在地など
施設等に関する事項
施設等の種類や事業開始日な
ど

従業者に関する事項
従業員数、勤務形態、経験年
数や、資格・免許など

教育・保育等の内容に関する
事項
施設等の開所時間・利用定
員・学級数・運営方針など
利用料等に関する事項

その他都道府県知事が必要と
認める事項

施設の利用者の意思決定に資する情報
新たに施設の利用を検討している、あるいは既に施設を
利用している者にとって、個々の施設又は事業所の情
報が施設選択の意思決定において最も価値がある。
Ex. 職員配置、設備の状況
保育士等の意思決定に資する情報
求職者や、将来のキャリアを検討する者の意思決定に
おいては、集約されたマクロデータの有用性はあるものの、
個々の施設情報がより重要と考えられる。
Ex. モデル賃金
（研究に資する情報）
保育・幼児教育分野の発展に資する研究を行う機関
には、個別データを用いて詳細な解析を行いたいという
ニーズが存在すると考えられる。このニーズに対しては、
個別の求めに応じた情報提供など、一般公表という形
以外での対応が考えられる。

事業者の利益保護が図られるべき情報
事業者の競争優位性を損なうおそれのある情報、あ
るいは、個人情報の類推につながる情報など、個々
の施設又は事業所の情報として公表することで、事
業者の利益が著しく損なわれるリスクがある場合、そ
のリスクを低減するために情報の集約化が必要であ
る。
Ex. 財務情報、職種別の給与実績データ

集約化されることでより価値が高まる情報
例えば、国民の保育・幼児教育分野全体に対する
理解に資するという目的においては、加工・集計した
マクロデータやその分析結果を示すことが、施設の情
報を個別に公表するよりも有益と考えられる。

資料５


